
新技術開発探訪�

１． まえがき

本検討は，北海道開発局旭川開発建設部管内の

除雪機械について，気象状況・沿道状況・道路線

形・除雪工区編成等の地域・路線特性を考慮した

除雪機械配置に関するマネジメント手法の確立お

よび冬期路面管理のコスト縮減に資することを目

的とする。

具体的には，道路管理データベースや稼働状況

を記録する施工記録装置などの既存データを活用

し，分析することにより，地域・路線特性を考慮

した基準除雪速度を策定し，この速度から効率的

かつ経済的な除雪機械配置を目指すものである。

これにより，管理水準に応じた除雪機械配置計画

の策定，道路利用者への除雪サービスレベルの平

準化，除雪監督強化等が可能となる。

２． 配置計画の定義

配置計画とは，管理水準（路面積雪は○cm以

下，○時間以内に除雪を完了するなど）を満たす

ための除雪機械の必要台数を策定することであ

る。つまり「配置計画（台数）＝管理水準／除雪

性能＝管理水準／（機械性能×現場条件）」と表せ

る。配置計画を策定するためには，管理水準を前

提に，この除雪性能を明確にすることによって策

定が可能となる。

３． 本検討のねらい

除雪性能の明確化は非常に重要ではあるが，除

雪性能は機械的な性能（作業幅員・除雪速度）の

ほかに現場条件（気象状況・沿道状況・道路線形

等の地域・路線特性）などさまざまな状況に左右

される。

特に除雪速度については「除雪・防雪ハンドブ

ック（除雪編）」（日本建設機械化協会）などの書

籍に記載されてはいるものの，書籍ごとに除雪速

度が異なっており，しかも現場条件の差を加味し

ない一律の除雪速度が記載されているのが現状で

ある。

本検討は，除雪機械配置計画を策定する上で必

要かつ，いまだ一定の整理がされていないこの除

雪速度について，除雪速度に影響を与える現場条

件の要因（地域・路線特性）抽出および解析検証

を行い，地域・路線特性に応じた基準除雪速度を

策定することを主眼にとりまとめる。

なお，本検討では除雪機械の中でも一番配置台

数が多く，二次除雪（拡幅除雪等）機械配置にも

多大な影響を与えるなどの理由から，機械配置の

基本となる一次除雪（新雪除雪）機械の除雪速度

について検討を行う。

地域・路線特性を考慮した
除雪機械配置に関する
マネジメント手法の確立
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地　区� 工　区�

旭川A 12.45km／h
旭川B 12.42km／h
旭川C 12.99km／h
旭川D 16.32km／h
旭川E 15.83km／h

士別A 18.80km／h
士別B 23.58km／h
士別C 18.53km／h
士別D 20.95km／h
士別高規格�21.22km／h
士別E 16.94km／h

美深A 22.31km／h
美深B 23.71km／h
美深C 19.22km／h
美深D 23.83km／h

富良野A 18.25km／h
富良野B 20.39km／h
富良野C 17.50km／h
富良野D 23.07km／h

上川A 22.15km／h
上川高規格�17.30km／h
上川B 23.76km／h
上川C 24.12km／h
上川D 23.74km／h
上川E 16.92km／h
上川高規格�18.65km／h

上川地区�

富良野地区�

旭川地区�

平均除雪速度（95％降雪強度）�

士別地区�

美深地区�

表―１　工区別平均除雪速度（９５％降雪強度）�

約２倍の�
速度差�

４． 旭川開発建設部に
おける現状整理

� 地域・路線特性

旭川開発建設部管内は，ほぼ全域

が特別豪雪地帯に指定されているほ

か，北海道第二の人口を有し交通量

が多く沿道建物の連担する都市部

（旭川市），北海道特有の都市間距離

の長い郊外部，標高１，０００mを超え

る道路を有する山間部（層雲峡）な

ど，多様な特性を有する地域が混在

隣接している６７４kmを２６工区により

一次除雪を実施している。

� 一次除雪速度

各工区の過去６年間における平均

除雪速度を施工記録装置により整理

した結果，表―１のとおり工区間で

最大約２倍の速度差（最小値で１２．４２

km／h，最大値で２４．１２km／h）が生

じており，一律の除雪速度により地

域・路線特性を反映することは非常

に困難である。

なお，平均除雪速度は，標準的な降雪状況を鑑

み降雪強度９５％に対応するものとし，それ以上の

降雪時における除雪速度は対象外として整理し

た。

� 現状整理

以上のことから，効率的な除雪機械配置を計画

するためには，平均除雪速度の違いが地域・路線

特性の違いなのか，除雪請負会社の創意工夫・除

雪機械オペレータの熟練度の違いなのか，あるい

はそれらの両方なのかを明らかにし，さらに，そ

れを地域・路線特性として配置計画に反映させる

ための手法，具体的には基準除雪速度の算定式を

策定する必要がある。

５． 調査計画および実施内容

調査計画フローを図―１に示す。

なお，自動車専用道路である高規格道路につい

ては，速度影響要因が一般国道と著しく異なるこ

とが予想されるため，調査対象外とした。

� 除雪速度に影響を与える要因の抽出

除雪速度低下の影響要因を調査するため，机上

にて想定される影響要因を抽出し，それに基づき

管内１１工区を対象として除雪請負会社に対してヒ

アリング・アンケートを実施した。このことによ

り要因項目の精度向上および一対比較アンケート

による要因ごとに影響度の指標化を行った。
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� 影響要因の除雪工

区ごとの基礎データ

の整理

地域・路線特性を把握

するため，上述のヒアリ

ング・アンケートの結果

得られた除雪速度の影響

要因を，一次除雪工区ご

とに詳細に整理を行っ

た。

整理に当たっては，今

後の作業継続性を鑑み，

民家連担延長以外につい

ては，容易に入手が可能

であり，かつ集計作業の

少ない既存の基礎データ

（道路管理データベー

ス，道路交通センサス

等）を用いた。定量化方

針を表―２に示す。

なお，除雪工区ごとに

除雪延長が異なることか

ら，延長や個所数の評価

では除雪工区間の比較が難しいため，基本

的にkm当たりの延長割合・個所数として

整理した。

� 数値解析による関連性分析

各影響要因がどの程度，除雪速度に影響

するのか関連性を分析するため，抽出した

要因と除雪速度を数値解析により，地域・

路線特性の影響度合いを数値化した。

� 分析手法

数値解析には，対数線形モデルの重回帰

分析を活用した。重回帰分析は複数の変量

のうち一つの目的変量（除雪速度）に注目

し，その変量がほかの説明変量（除雪速度

への各影響要因）によって，どのように左

表―２ 除雪速度影響要因の定量化方針

速度影響要因 活用データ 指標

気象
降雪強度（時間降雪９５％値） テレメータ 深さ
雪質（乾き雪） 除雪・防雪ハンドブック 延長
雪質（しもざらめ雪） 除雪・防雪ハンドブック 延長

道路構造

２車線延長 道路交通センサス 延長
４車線延長 道路交通センサス 延長
付加車線登坂車線延長 道路交通センサス 延長
幅員変更点数 維持管理台帳 カ所
急カーブR＜１５０ 道路管理データベース カ所／延長
５％以上勾配延長 道路管理データベース 延長
中央分離設置延長 道路交通センサス 延長
歩道設置延長 道路交通センサス 延長
橋梁 道路管理データベース カ所／延長
防護柵LR延長 道路管理データベース 延長
バス停数 道路交通センサス カ所
信号交差点合計 道路交通センサス カ所

沿道状況

DID延長 道路交通センサス 延長
その他市街部延長 道路交通センサス 延長
平地部延長 道路交通センサス 延長
山間部延長 道路交通センサス 延長
民家連担LR延長 道路交通センサス・地形図 延長

一般交通 夜間交通量 道路交通センサス 台数・延長

その他
特殊要因

流雪溝延長＊ 維持管理台帳 延長
道の駅数＊ 道路網図 カ所
チェーン着脱場数＊ 維持管理台帳 カ所
山間部トンネル数＊ 維持管理台帳 カ所
無信号交差点数 道路網図 カ所
折り返し地点数 除雪作業形態図 カ所

＊ 全数ではなく，一次除雪時間に影響する個所を整理

図―１ 調査計画フロー
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右されるのかを分析する手法であり，除雪速度の

ように複数の要因が絡み合う際の分析に適してい

る。

■除雪基準速度モデル式（対数線形モデル）

y=exp
�
�
�
�

n

i

aixi+b
�
�
�

…式―１

具体的には，各影響要因を大別（気象・道路構

造・沿道状況・一般交通・その他特殊要因）の中

からおのおの選択分析し，除雪速度への相関性が

極端に小さい要因を除外することなどにより，活

用する影響要因を整理し最適モデルを推定した。

� 影響要因ごとの相関性

影響要因と除雪速度との相関性が高い場合で

も，影響要因相互の相関が高い要因を同時に抽出

することにより，モデルの決定係数が誤った高い

値を示す（多重共線性）ことがある。このことか

ら，要因相互の相関が高い要因を同時に抽出しな

いよう各要因の相関分析を行う。

影響要因ごとの相関性を整理した結果を図―２

に示す。

市街部特性としてDID延長はさまざまな要素を

含む変数の代表として活用可能であり，郊外部特

性として山間部延長は防護柵の代表値として活用

可能である。

夜間交通量については，DID延長との相関性が

あると判断していたが，複数のモデル作成評価の

結果，多重共線性の発生（VIF＜３）はなく，実

除雪速度を精度高く評価できたことから抽出要因

の一つとした。

また，民家連担については，除雪速度の影響要

因として，市街地特性等との相関が未知数であっ

たため，地図から民家を拾い上げるなど非常に煩

雑な基礎データの整理を行ったが，今回の結果

DID延長との非常に強い相関が確認されたため，

今後は旭川開発建設部管内の除雪速度要因の基礎

データからは除外することが可能であると考え

る。

� 分析結果

分析の結果，除雪速度のマイナス

影響要因として「降雪強度，雪質

（しもざらめ雪），DID延長，夜間交

通量，流雪溝延長，無信号交差点

数」，プラス影響要因として「山間

部延長」を選定した。

分析の結果を表―４に示す。

なお，モデルの推定結果，重相関

係数R２は０．８６５となり，強い相関関

係があるとされるR２＞０．４９を大幅に

越える結果となったことから，同分

析結果は旭川開発建設部管内の基準

除雪速度の算定式として，十分な精

度を確保していると評価できる。

� 旭川開発建設部管内の除雪速

度算定式

重回帰分析の結果，旭川開発建設

表―３ 多重共線性の関連性

VIF 係数の解釈

１０以上 多重共線性が発生している

図―２ 除雪速度影響要因ごとの相関性
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部管内の除雪速度は以下の算定式で表される。

y=exp（－０．００９x１－０．２１４x２－０．７０４x３

＋０．１６２x４－２．０４７x５－０．１１０x６－０．１５８x７

＋３．１２８） …式―２

y：基準除雪速度（km／h）

x１：降雪強度（cm）

x２：雪質（しもざらめ雪）（率）

x３：DID延長（率）

x４：山間部延長（率）

x５：夜間交通量（台・延長）

x６：流雪溝延長（km）

x７：無信号交差点数（カ所）

� 旭川開発建設部管内の基準除雪速度

参考として，分析により算定した基準除雪速度

と，施工記録装置により整理した実除雪速度の比

較を行った結果を表―６に示す。なお，分析結果

の基準除雪速度に対する割合をプラスマイナス１０

％で整理した結果，相対的に効率的に作業がされ

ていると考えられる工区と非効率な作業となって

いる可能性のある工区が以下のように分類され

る。

� アンケート結果と数値解析結果の検証

除雪機械オペレータへの実感アンケートと重回

帰分析結果の比較により妥当性の検証をした。

その結果，アンケート結果，分析結果ともに市

街地要素の影響度が高いなどおおむね整合したこ

とから，分析結果は妥当であると判断できる。

ただし，橋梁等構造物については，オペレータ

の実感と分析結果に乖離が見られた。これらは注

意喚起を促しやすい対象ではあるが，対象延長と

して短く，それほど除雪速度に影響しなかったた

めと推測する。

表―５ 相関係数の関連性

相関係数R 重相関係数R２ 係数の解釈

０．０～０．２のとき ０．００～０．０４のとき ほとんど相関関係がない
０．２～０．４のとき ０．０４～０．１６のとき やや相関関係がある
０．４～０．７のとき ０．１６～０．４９のとき かなり相関関係がある
０．７～１．０のとき ０．４９～１．００のとき 強い相関関係がある

モデル集計

R R２
調整済
R２

指定値の
標準誤差

０．９３０ ０．８６５ ０．８０２ ０．９７１７

分散分析

平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率

回帰 ０．９０５ ７ ０．１２９ １３．６９８ ０．０００
残差 ０．１４２ １５ ０．００９
全体 １．０４７ ２２

表―４ 分析結果

係数

非標準化係数 標準化係数
t 有意確率

共線性の統計量

B 標準誤差 ベータ 許容度 VIF

３．１２８ ０．０６３ ４９．９２９ ０．０００
降雪強度 －０．００９ ０．００５ －０．１９５ －１．８９７ ０．０７７ ０．８５１ １．１７５

雪質（しもざらめ雪） －０．２１４ ０．１４３ －０．１４６ －１．５０２ ０．１５４ ０．９４９ １．０５４
DID延長 －０．７０４ ０．２２３ －０．４７５ －３．１５２ ０．００７ ０．３９８ ２．５１４
山間部延長 ０．１６２ ０．０８６ ０．２３１ １．８７６ ０．０８０ ０．５９５ １．６８０
夜間交通量 －２．０４７ １．０６９ －０．２９６ －１．９１６ ０．０７５ ０．３７８ ２．６４５
流雪溝延長 －０．１１０ ０．０６５ －０．２０８ －１．６８９ ０．１１２ ０．５９３ １．６８５
無信号交差点数 －０．１５８ ０．０８４ －０．２０８ －１．８８２ ０．０７９ ０．７３８ １．３５５
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６． 分析結果の活用例
（ケーススタディ）

管理水準に対して過不足のない除雪延長を求め

ることにより，最適な除雪工区設定を行うケース

スタディを実施した。

評価に当たっては，管理水準を満足することが

可能な最大除雪延長を式―４にて求めることによ

り，除雪速度に応じた最適な工区延長を設定す

る。また，管理水準を満足するためには，各工区

の降雪強度に応じた時間内に除雪を完了すること

が必要であり，式―３により許容除雪時間を求め

ることができる。

Σs=Cl ／Si …式―３

Σs：許容除雪時間（管理水準）

Cl：管理水準値

Si ：降雪強度

Σe=Σs×y …式―４

Σe：対応限度延長（余裕時間０）

Σs：許容除雪時間

y ：基準除雪速度

図―３の３工区を対象に管理水準（１０

年確率降雪強度９５％における降雪１０cm

到達時間）を維持し，式―２により求め

た基準除雪速度を用い，式―３および式―

４により対応限度延長を求めた。ただ

し，地理的条件（事務所の管轄範囲，除

雪ステーション位置，除雪車転回場等）

は考慮していない。

表―７よりA′工区は，降雪強度＝２．５

cm／h，基準除雪速度＝１８．７４km／hであ

ることから，許容除雪時間（本ケースス

タディの管理水準値である１０cm未到達

時間）は１０cm／２．５cm／h＝４．０h，対応限

度延長（管理水準値未到達時間における

除雪可能範囲）は１８．７４km／h×４．０H＝

７４．９６kmとなる。

この対応限度延長を用いて工区再編を

実施した場合，A′工区は現状A工区の

ほか，B工区のうち約２８kmを補完する

ことが可能となり，同様にB′工区についてもA′

工区により工区延長が短くなった現状B工区およ

びC工区の合計延長がB′工区の対応限度延長以下

であることから，結果として除雪１工区の削減が

図れた（図―４）。

同様の計算を管内全体（２３工区）で行ったとこ

ろ，合計除雪３工区の削減が可能なことから，当

該工区に配置されている６台の除雪トラックの購

入費と整備費２３０百万円が不要となり，１５年更新

と仮定すると，１５百万円／年の購入費と整備費が

削減となる。このことから，除雪工区設定の見直し

によりコスト縮減が図られる試算結果となった。

表―７ 対応限度延長（ケーススタディ）

降雪強度
（cm／h）

許容除雪時間
（h）

基準除雪速度
（km／h）

対応限度延長
（km）

A′工区 ２．５ ４．００ １８．７４ ７４．９６
B′工区 ３．５ ２．８６ ２１．６５ ６１．８６

表―６ 基準除雪速度と実除雪速度の比較（参考値）

地 区 工 区
実除雪
速度

基準除雪
速度

差 割 合

旭川地区

旭川A １２．４５ １２．３３ －０．１２ １．０１
旭川B １２．４２ １２．７９ ０．３７ ０．９７
旭川C １２．９９ １２．８３ －０．１６ １．０１
旭川D １６．３２ １５．２７ －１．０５ １．０７
旭川E １５．８３ １７．９５ ２．１２ ０．８８

士別地区

士別A １８．８０ １９．７５ ０．９５ ０．９５
士別B ２３．５８ ２２．１０ －１．４８ １．０７
士別C １８．５３ １７．７９ －０．７４ １．０４
士別D ２０．９５ １９．２５ －１．７０ １．０９
士別E １６．９４ １８．７５ １．８１ ０．９０

美深地区

美深A ２２．３１ ２１．７０ －０．６１ １．０３
美深B ２３．７１ ２４．１４ ０．４３ ０．９８
美深C １９．２２ ２１．４５ ２．２３ ０．９０
美深D ２３．８３ ２４．００ ０．１７ ０．９９

富良野地区

富良野A １８．２５ １８．７４ ０．４９ ０．９７
富良野B ２０．３９ ２１．６５ １．２６ ０．９４
富良野C １７．５０ １７．４２ －０．０８ １．００
富良野D ２３．０７ ２２．７６ －０．３１ １．０１

上川地区

上川A ２２．１５ １９．８０ －２．３５ １．１２
上川B ２３．７６ ２２．３４ －１．４２ １．０６
上川C ２４．１２ ２０．８７ －３．２５ １．１６
上川D ２３．７４ ２５．１８ １．４４ ０．９４
上川E １６．９２ １９．５８ ２．６６ ０．８６

実除雪速度／基準除雪速度＞１．１ 効率的な除雪が実施されている工区
実除雪速度／基準除雪速度＜０．９ 非効率的な除雪の可能性がある工区
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７． ま と め

本検討は，さまざまな管理水準にも対応が可能

な地域・路線特性を考慮した除雪機械配置計画のマ

ネジメント手法の確立および冬期路面管理のコス

ト縮減を目的に行い，次のような成果が得られた。

� 基準除雪速度の策定

現場条件が除雪速度に与える要因と影響度を定

量的に把握し，地域・路線特性に応じた基準除雪

速度を策定する手法が確立できた。

� 機械配置計画の策定

策定した基準除雪速度により，作業の効率性の

評価（効率・非効率）および効率的かつ経済的な

配置計画の策定を行うことが可能となり，基準除

雪速度の有用性を確認できた。

８． あとがき

今後の課題および展開は以下のとおりである。

・監督強化として，各除雪工区の地域・路線特性

データより策定した基準除雪速度（表

―６）を基に，除雪請負会社と再度ヒ

アリングを実施し，効率（創意工夫

等）・非効率（工法等）の要因を把握

（監督強化）することにより，除雪効

率のスパイラルアップおよびそれに伴

う除雪費用の削減が可能となる。

・今回分析の対象となっていない地区・

工区について，同様に調査を行うこと

により，サンプル数の増加およびさら

なる地域特有の要因（地域・路線独自

に評価すべき速度影響要因）を抽出

し，基準除雪速度算定式の精度および

妥当性の向上を行う必要がある。

・各種要因の時点修正もしくは除雪速度予測に用

いることを念頭に，基準除雪速度算定およびそ

れに伴う分析結果の評価（重相関係数および多

重共線性）の算定を容易にするため，データベ

ース（除雪速度および降雪強度等）や各要因の

計算シートを整備する必要がある。

・除雪性能（機械性能×現場条件）の一要素であ

る機械性能を評価把握し，現場条件に対する機

械性能の過不足を検証する必要がある。

・本マネジメント手法の確立（精度および妥当性

向上）により，施工実績による積算から基準除

雪速度を基とする歩掛化への移行が可能と考え

る。

・また，本検討で実施した，地域・路線特性に応

じた基準除雪速度（目的変量）の策定手法は，

目的変量を凍結防止剤・防滑材の散布個所およ

び散布量等に置き換えるなど，各種応用が可能

と考える。

図―３ ケーススタディを実施した除雪工区

図―４ 工区再編例（ケーススタディ）
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